
第１章 教育を取り巻く社会の動向 

 

１ 人口減少と少子・超高齢化社会の到来 

 

わが国の人口は、平成 18 年をピークとして減少に転じ、また、65 歳以上の高齢者の割合も

すでに 23％に達しました。 

福井県の人口は、平成 11 年の 83 万 1 千人をピークに減少傾向が続き、平成 22 年には約 80

万７千人にまで減少しました。また、この 10 年後の平成 32 年の県人口は約 76 万人、20 年後

の平成 42 年には約 71 万人になると推計されています。 

また、65 歳以上の人口は 20 万人（平成 22 年）を超え、県人口の約 25％を占めています。

これからの 10 年間で 3 万人程度増加すると見込まれ、県人口に対する割合も 3 割を超えます。 

 このような少子・超高齢化の中で、すべての人が生涯にわたって様々な分野で能力を発揮し、

それぞれの役割を果たすことによって、本県の活力を維持、向上させていくことが必要です。 

  

また、少子化の進行は地域の過疎化と相まって、児童生徒数の減少に直結していきます。本県

でも、各学年１学級あるいは複式学級の学校が増加し、学校の統廃合が進みつつあります。 

小規模校では子ども一人ひとりに目が行き届き、教師と子どもたちとのふれあいが多い半面、

集団生活の中で切磋琢磨する機会が少ないため、子どもたちに社会性を身に付けさせる取組を行

うことが必要となります。 

 さらに、超高齢化社会にあっては、高齢者が生涯現役として充実した生活を送るとともに、子

どもたちに豊かな経験や知恵・技能を伝える環境づくりが必要です。 

 

◇福井県の将来人口 
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       （出典）「都道府県別将来推計人口（平成 18 年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所） 
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 ◇本県の園児・児童・生徒数の推移 
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ピーク時（小学校） 

Ｓ33  114,342 人 
人 

ピーク時（中学校） 

Ｓ37  62,945 人 

ピーク時（高等学校） 

Ｓ40  40,475 人 （出典）「学校基本調査」（毎年 5月 1日現在 文部科学省） 

 

２ 国際化・グローバル化の進展 

  

経済だけにとどまらず、あらゆる分野で、国際標準（グローバルスタンダード）のもとでの競

争の時代が到来し、国際社会の発展に向けた国際協力、異なる文化との共存など、情報通信技術

（ＩＣＴ）の進展も相まって国境を越えた相互依存関係の重要性が増しています。 

また、昨年 6 月には、「2010 年日本 APEC エネルギー大臣会合」が本県で開催され、中学生

も様々な観点から学習を重ね、「ジュニアフォーラム」で話し合い、提言をとりまとめました。こ

の大臣会合を契機に国際理解を深めていくことが期待されています。 

このようなグローバル化の進展により、国際的な視野を持って、国際社会をリードできる人づ

くりの重要性が高まっています。学校においても、外国語教育や国際理解教育、教育での国際交

流を充実させるとともに、我が国やふるさと福井の伝統文化等への理解を深めることが必要です。 

また、県内に暮らす外国人も増加しています。平成元年に 5,565 人であった外国人登録者数が、

平成１２年には 1２,344 人、平成 2２年も 12,３５９人になっています。これと同様に、現在、

県内の小・中・高等学校等に 488 人の外国人児童生徒が在籍（小学校 251 人、中学校 146 人、

高等学校 87 人、特別支援学校 4 人（平成 22 年５月１日「学校基本調査」））しており、日本語指導な

ど適切な対応が必要になっています。 
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３ 高度情報化の進展 

 

 インターネットの急速な普及、ＡＤＳＬや光ファイバー等によるブロードバンド化、携帯電話

に代表されるモバイル化、テレビ放送のデジタル化など、我が国の情報通信事情は、今世紀に入

ってから劇的に変化しており、県民の生活に、利便性の向上やライフスタイルの多様化をもたら

しています。 

 また、「いつでも、どこでも、何でも、誰でもネットワークにつながる社会」いわゆるユビキタ

スネット社会の実現が期待され、特に、過疎化、高齢化が進行する本県にとって、医療や教育な

ど様々な分野で情報通信の有効活用が必要です。 

学校においては、ＩＣＴ＊１を活用したわかりやすい授業をはじめ、児童生徒の情報関連技術の

習得や積極的な情報活用能力を育成していく必要があります。 

その一方で、個人情報の漏えい、ネットワーク犯罪、掲示板や電子メール等によるネット上の

いじめといった負の側面も指摘されています。 

そのため、高度情報社会を生きる子どもたちが、ネットワーク社会に関する正しい認識を持つ

とともに、情報モラル・マナーを身に付けることが必要です。 

 

◇福井県の教員のＩＣＴ活用指導力の状況 

（「わりにできる」もしくは「ややできる」と回答した教員の割合）       （単位：％） 

 全校種 小学校 中学校 高等学校 

57.4 (25 位) 59.4 (22 位) 59.0 (12 位) 53.6 (35 位)授業中にＩＣＴを活用して指導

する能力 58.5  59.5  55.1  61.0  

57.4 (33 位) 60.5 (32 位) 58.4 (17 位) 55.0 (35 位)児童・生徒のＩＣＴ活用を指導

する能力 60.3  63.3  55.8  61.2  

64.8 (36 位) 67.6 (36 位) 66.3 (21 位) 64.4 (32 位)情報モラルなどを指導する能

力 68.6  71.2  66.2  69.2  

   ※ 上段：福井県（（ ）内は全国順位）、下段：全国平均 

   （出典）「学校における教育の情報化の実態等に関する調査」（平成 22 年 3 月 1日現在 文部科学省） 

 

４ 地球規模での環境問題の深刻化 

 

 大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済システムは、生活の豊かさや便利さをもたらす一

方で、廃棄物問題などの地域問題だけでなく、エネルギー消費の増大等による地球温暖化という 

 

 

＊１ ＩＣＴ：Information and Communication Technology の略で、情報・通信に関する技術一般の総称。 
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地球規模での環境問題を引き起こし、二酸化炭素など温室効果ガス＊２の排出削減が喫緊の課題と

なっています。 

本県においても、平成 20 年 11 月に、「県民の手で守り育てる美しい福井の環境」を基本目標

とした福井県環境基本計画を策定しましたが、まず県民自らが率先して省資源・省エネ型ライフ

スタイルに改めるとともに、多様な生物が生息する豊かな自然の保全活用に向けた行動を県民総

ぐるみで進め、美しい環境を将来に引き継いでいかなければなりません。 

 学校での環境教育は、各教科、道徳、特別活動等多岐にわたっていますが、家庭や地域と連携

し、理解を深め、主体的に行動に移していく実践的態度・能力を養う必要があります。 

  

  

５ 地域コミュニティの希薄化 

 

 核家族化や都市化が一層進み、地域において、年齢を超えた子ども社会の形成が見られなくな

り、子ども同士の人間関係づくりが難しくなるとともに、地域の人々と関わる機会も減少するな

ど、子どもをめぐる生活環境が大きく変化しています。 

こうした中、子どもたちの社会性の育成や、登下校時などの地域ぐるみの安全体制の確保が課

題になっています。 

 

 

６ 雇用形態の変化 

 

 国際的な競争の高まりの中、生産性の向上を図るため、日本の雇用の特徴であった終身雇用と

いう雇用形態も変わりつつあり、パートタイム、アルバイトなど非正規雇用者の割合が年々増加

し、雇用の多様化が進行しています。 

平成 18 年の福井県労働状況調査によると、非正規雇用者は雇用者の 26.4％と、平成９年の

17.3％から９年間で 9.1％増加しており、特に 15～24 歳の若年層と 60 歳以上の高年齢層で

割合が高くなっています。また、定職に就かない「フリーター」や家事も通学もしていない若年

無業者である「ニート」と呼ばれる若者たちも多くなり、将来を担う若い世代の自立が社会的な

課題となっています。 

 また、平成 19 年 3 月に学校を卒業して就職した生徒の卒業後３年以内の離職率は、高等学校

卒業者が 39.4％（全国 40.4％）、大学卒業者が 28.3％（全国 31.0％）であり、就職しても、

自らのイメージと異なる等の理由から、簡単に離職してしまう若者が少なくありません。 

そのため、主体的に自己の進路を選択・決定できる能力や望ましい職業観や勤労観を身に付け、 

 

＊２ 温室効果ガス：二酸化炭素・メタン・亜酸化窒素・フロンなど、地球が放射する赤外線を吸収し、逃げ出そうとする熱を温室のように 

閉じ込めることにより、地球の気温を上昇させる効果を有する気体の総称。
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社会人・職業人として自立していくことができるキャリア教育＊３の推進が必要です。 

 

◇卒業後３年以内の離職者の状況（高等学校卒業者：福井県） 
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７ 価値観や生活様式の多様化 

 

 物質的な豊かさより心の豊かさ、集団より個人を重視する人が増えており、また、価値観の多

様化、高齢化や女性の社会進出による個人の生活様式の多様化も一層進んでいます。 

 平成 18 年社会生活基本調査によると、本県では 1 日当たりの学習・研究や趣味・娯楽、スポ

ーツ、ボランティアなど「積極的自由時間活動」に費やす時間は 1 時間 12 分で、平成 13 年調

査時に比べて 12 分伸びています。その一方で、交際・付き合いの時間は 18 分で、平成 13 年

に比べて 8 分減少しており、全国に比べても少ないと言えます。 

 このように、芸術・文化、スポーツ、健康志向などを重視し、生活の質を大切にする意識が高

まっています。 

 こうした中、県民が「心の豊かさ」を実感し、生きがいを育み、潤いと活力ある社会を築いて

いくため、生涯学習社会の実現をはじめ、子どもから大人までスポーツに親しめる環境づくり、

多様な芸術・文化に触れる機会の提供などが必要です。 

 

 

 

 

＊３ キャリア教育：子どもたち一人ひとりの望ましい勤労観・職業観、職業に関する知識や技能、自己の個性を理解し主体的に進路を選

択する能力や態度を育てる教育。 
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８ 地方分権の進展 

 

 平成 12 年に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」が施行され、国

と地方との関係は対等・協力の関係になりました。 

また、教育における地方分権として、平成１９年には「地方教育行政の組織及び運営に関する

法律」が改正され、例えば、教育委員の数の弾力化をはじめ、文化・スポーツの事務を地方公共

団体の長が担当できるようになり、さらに都道府県教育委員会が行う県費負担教職員の同一市町

村内の転任については、市町村教育委員会の意向を一層重視する趣旨から、市町村教育委員会の

内申に基づき行うこととされました。 

また、より効果的で効率的な行政運営の実現などをめざして市町村合併が進み、本県において

も、平成１６年３月１日に坂井郡芦原町と金津町が合併する以前に 35 あった市町村数は、現在

17 市町となっています。 

 地方が知恵を絞り、自らが持つ資源を最大限に生かしながら、それぞれの地域にあった発展を

めざしていく時代になっています。教育の分野においても県や市町が連携を深め、それぞれの責

任と主体性をもって、分権型の教育を推進していくことが必要です。 

 

 

９ 教育改革の動き 

 

 平成１８年１２月に、昭和 22 年 3 月の制定以来約６０年ぶりに教育基本法が改正され、これ

からの教育のあるべき姿、めざすべき理念が示されました。また、平成１９年６月には、「学校教

育法」、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」、「教育職員免許法及び教育公務員特例法」

という、いわゆる教育三法の改正が国会で可決、成立しました。 

 さらに、平成２２年４月には公立高等学校の授業料無償化等が、平成２３年 4 月には小学校１

年生の学級編制の標準について 40 人から 35 人への引き下げが行われました。 

 いわゆる「ゆとり教育」から転換し、子どもたちの「生きる力」を一層育むことをめざして定

められた新学習指導要領＊４が、平成２３年度から小学校で全面実施されました。今後、平成２４

年度から中学校で全面実施され、高等学校においても２５年度から学年の進行に合わせて実施さ

れます。 

 こうした国の制度や学習指導要領の見直しについては、改正の趣旨を十分踏まえ、本県の学校

現場の実情も勘案しながら対応していくことが必要です。 

 

 

 

＊４ 学習指導要領：全国どこの学校で教育を受けても、一定の教育水準を確保するために、各教科等の目標や内容などを文部科学 

大臣が定めているもので、教科書や学校の指導内容のもとになるもの。 
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